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第１章 長寿命化修繕計画の背景と目的 
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背景 

 

渋川市が管理する橋梁は、2024 年現在で 628 橋架設されている。このうち、建設後 50

年を経過する橋梁は、全体の約 65％を占めており、20 年後の 2044 年には、89％に増加

することになる（図 1-1-1 参照）。 

さらに、架設年が判明している橋梁は、1971～2000 年に架橋が集中しており、従来の

ような修繕及び架替えを行う維持管理だと、修繕及び架替え時期を一斉に迎え、維持管

理費用は膨大となることが想定される（図 1-1-2 参照）。 

 

 
※供用年不明橋梁については既に建設後50 年以上が経過していると仮定         

図 1-1-1 高齢化橋梁の割合 

 

 
図 1-1-2 年度ごとの橋梁の架設数 

 

今後、懸念される橋梁の維持管理費用の増大に対し、計画的な維持管理を行うなどの 

コスト縮減する取り組みが不可欠となる。 
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目的 

 

従来行われてきた維持管理は、損傷がある程度進行した後に大規模な補修や架替えを

実施する事後保全型の維持管理方法である。本計画では、事後保全型から、損傷が小さ

いうちから対策を実施する予防保全型へ転換することで、橋梁の長寿命化を図るととも

に、ライフサイクルコストの縮減、道路交通の安全性・信頼性を確保することを目的と

する。 
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第２章 長寿命化修繕計画の対象施設と期間 
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対象施設 

第１項 対象施設 

 

本長寿命化修繕計画の対象施設は、以下のとおりである。 

 

表 2-1-1 対象施設の数量 

鋼橋 ＰＣ橋 ＲＣ橋 ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ その他 合計 

96 143 311 78 0 628 

 

また、この内訳を次頁の表 2-1-2 にまとめる。 
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表 2-1-2 対象施設一覧 

 

 



 
 

２－4 

 

 



 
 

２－5 

 

 



 
 

２－6 

 

 



 
 

２－7 

 

 



 
 

２－8 

 

 



 
 

２－9 

 

 



 
 

２－10 

 

 



 
 

２－11 

 

 



 
 

２－12 

 

 

 



 
 

２－13 

 

 

図 2-1-1 対象橋梁位置図 
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第２項 点検結果による判定区分の割合 

渋川市では、5 年に 1 度の定期点検を実施しており、最新の点検による管理橋梁の 

 健全性割合は以下の通りである。直近の点検結果では、速やかな補修が必要であるⅡ

及びⅢ判定の橋梁は 305 橋（管理橋梁の約 49%）である。 

 

 

図 2-1-2 管理橋梁の健全性割合 

 

第３項 修繕着手状況 

渋川市では、点検結果により速やかな補修が必要とされた橋梁に対し、補修工事 

 を行っている。近年の補修工事状況は以下の表 2-1-3 の通りである。 

 

表 2-1-3 近年の補修工事状況 

 

次頁へ続く 

 

 

 

 

Ⅰ

323橋

51%

Ⅱ

230橋

37%

Ⅲ

75橋

12%
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維持工事にて対応する損傷の例 

 

排水ます：土砂詰り→清掃 

   

 

支承部周辺及び橋面等：土砂堆積→清掃 

     

 

防護柵等：ゆるみ・脱落→締め直し、ボルト・ナットの再設置等 

     

 

地覆部等：局部的な剥離や欠損→断面修復 
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計画期間 

 

計画期間は、2025 年度から 100 年とする。 
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第３章 長寿命化修繕計画の策定 
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長寿命化修繕計画の基本方針 

 

これまでの橋梁の維持管理は、損傷がある程度進行してから大規模修繕などの対策が

とられてきた。しかし、このような事後的な修繕では、損傷の進行および物理的寿命に

より補修工事が困難となり、橋梁の寿命に応じた架替えを行うことになる。 

一方、同時期に集中して建設された橋梁が一斉に架け替え時期を迎えると、費用が集

中し、大きな建設予算が求められることとなる。このため、橋梁の維持管理コスト縮減

の一環として、橋梁のトータルライフサイクルコストの軽減のため橋梁の長寿命化をは

かると共に、毎年の維持管理予算の平準化を図ることが進められている。 

本長寿命化修繕計画（以下、「本計画」）では、以下のようなシナリオに基づき、橋梁

の長寿命化および毎年の維持管理予算の平準化を図ることとした。 

 

橋梁の長寿命化のためには、損傷が小さい段階で早めの補修をすることが重要であ

る。小規模な修繕であれば補修費用も少なく、維持管理費用のコストを抑えることが可

能となるうえ、橋梁の長寿命化を図ることができる。これを予防保全型の維持管理手法

と呼ぶ。 

一方、規模の小さい橋梁では修繕の規模が小さく、補修を度々繰り返すと維持管理費

用が嵩み、橋梁のトータルライフサイクルコストが高くなることがある。このような場

合は、従来の損傷がある程度進行してから修繕を行い、寿命で架け替えを行う方が、ト

ータルライフサイクルコストが安くなる場合がある。これを事後保全型の維持管理手法

と呼ぶ。 

 

本計画では、橋梁ごとに予防保全型によるトータルライフサイクルコストと事後保全

型によるトータルライフサイクルコストを比較し、経済性の高い方を適用した。 

 

 

 

図 3-1-1 維持管理手法のイメージ 
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健全度と橋梁点検の対策区分 

 

橋梁の維持補修は、点検結果に基づく劣化の状況から維持補修を行う健全度に照らして

実施することとなる。すなわち、点検結果からもたらされた劣化の状況のレベルに応じて

補修を行う判断とするためである。 

本長寿命化修繕計画では、群馬県橋梁点検要領に基づいた劣化の状況及び対策区分と、

補修を行う健全度との対応を表 3-2-1 の通りとし、健全度Ⅳでは最優先で補修を実施し、

Ⅲでは予算に応じ速やかに補修を実施し、Ⅰ・Ⅱでは補修は行わないものとした。 

 

 

表 3-2-1 健全度と橋梁点検の対策区分 

状況 対策区分 健全度 

維持工事で対応する必要がある M － 

損傷が認められない A0 Ⅰ 

損傷が軽微で補修を行う必要がない A Ⅰ 

状況に応じて補修を行う必要がある B Ⅰ 

予防保全の観点から、速やかに補修等を行う必要がある C1 Ⅱ 

橋梁構造の安全性の観点から、速やかに補修等を行う必要がある C2 Ⅲ 

その他、緊急対応の必要がある E2 Ⅳ 

橋梁構造の安全性の観点から、緊急対応の必要がある E1 Ⅳ 

損傷の進行状況を確認するため、追跡調査を行う必要がある S2 は B と同じ Ⅰ 

原因の確定など、詳細調査を行う必要がある S1 は C1 と同じ Ⅱ 

 

ただし、S1、S2 は点検結果からは明確な対策区分・補修期限が示されていないが、こ

れまでの点検結果からある程度の劣化が進んでいる場合が多いことから S1 は C1、S2 は

B とした。 
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対策シナリオの説明 

 

橋梁の維持管理手法は、予防保全型、事後保全型がある。本長寿命化修繕計画において

は、以下の２通りのシナリオで検討を行うものとした。 

 

 

（１）予防保全型または事後保全型の安価な手法 

橋長 2ｍ以上の橋梁については、予防保全型による維持管理コストと事後保全型に

よる維持管理コストを比較し、コストの安価な方を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

予防保全型 

各部材の健全度がⅢ、Ⅳになった時点で補修を行う。 

 

事後保全型 

各部材の健全度がⅣになった時点で補修を行い、かつ、更新サイクルに達した時点

で元の形式で架け替えを行う。ただし、更新サイクルに達した時点で主要部材が一度

も補修されていない場合は、主要部材の健全度がⅣになった時点で架け替えを行う。 

架け替え以降は、各部材の健全度がⅣになった時点で補修を行い、かつ、主要部材

の補修に関係なく、更新サイクルに達した時点で元の形式で架け替えを行う。 
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表 3-3-1 橋梁長寿命化の管理シナリオ 

形式 維持管理手法 健全度 架け替え形式 

(1) 予防保全型 Ⅲ 架け替えしない 

(2) 事後保全型 Ⅳ及び更新年 元の形式 

 

 

 

 

 

図 3-3-1 管理手法と健全度のイメージ 
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集約化撤去の方針 

 

第１項 集約化撤去の背景 

 

今後、少子高齢化等による税収減少が懸念される一方で、老朽化によりインフラの維

持管理費用の増加が懸念され、インフラの老朽化対策等に充てる財源確保が課題となっ

ている。 

 一方で、建設時からの時間の経過とともに、土地利用の変化、周辺人口の減少、周辺

道路網の整備などにより、利用者数が著しく減少している道路橋もある可能性がある。

限られた予算の中で維持管理費用を確保するため、費用縮減対策の一つとして、利用状

況等に応じて集約化撤去を検討し、将来的な維持管理費用の縮減を目指すことが重要で

ある。 

 

第２項 集約化撤去のパターン 

 

 道路橋における集約化撤去のパターンは、利用形態や周辺道路状況に応じて異なる。主

な事例は以下の通りである。利用形態や周辺道路状況に応じて、集約化撤去のパターンは

様々である。主なパターンは以下の通りである。 

 

(1)単純撤去→迂回路整備等を伴わない、橋梁の撤去 

(2)機能を低下させる→ダウンサイジング 

  例) 車道機能を隣接橋に集約し、人道橋にリニューアルする 

    既設の車道橋を活用し人道橋にリニューアルする（既設縮小化） 

    既設の車道橋を撤去し、人道橋として架替えを実施（新設縮小化） 

(3)迂回路の機能を充実させる→撤去＋迂回路の改良 

  例) 迂回路の改良(交差点改良、道路拡幅、安全対策等)＋老朽化橋梁撤去 

    隣接橋梁の改良（補修、耐震補強、架替等）＋老朽化橋梁撤去 

    取付道路の新設＋老朽化橋梁撤去 

(4)複数橋梁を集約する 

  例) 河川改修などにより架替える際に隣接する 2 橋を 1橋に集約する 

    車道橋と歩道橋を撤去し、機能を集約した 1 橋として新設する。 
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第３項 集約化撤去対象の選定 

 

 （１）選定の条件と方法 

前項のパターンで集約化撤去する場合、対象となる橋の選定条件として、迂回が可

能な橋や橋の先に施設等が無く迂回する必要が無い橋などが挙げられる。このほか、

集約化撤去には、地元住民との合意が必要不可欠であるため、利用者数の少ない橋梁

や、撤去後の利用ルートが確保できる橋梁を選定することも重要である。 

 

本検討では、主に以下の条件を基に、集約化撤去対象とする橋梁の抽出を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①迂回路が確保できる橋梁（または橋梁の先に施設等がなく迂回不要な橋） 

②重要路線上に位置していない（交通量が少ないと考えられる）橋梁 

 緊急輸送路指定なし、道路等級が 1、2級以外の橋梁など 

③比較的小規模な橋梁 

④損傷が進行している橋梁 

 健全な橋梁は、長期的に利用可能 

 →損傷進行や将来の土地利用に合わせて随時検討するのが良い 
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 （２）集約化撤去対象橋梁の選定 

（１）で検討した選定条件を基に、集約化撤去の可能性がある橋梁の抽出を行っ

た。抽出した橋梁は、下表の通りであり、個別に地図上での位置確認や周辺の土地

利用状況、撤去後の利用ルートなどの詳細検討を行い、集約化撤去の可能性がある

か検討する。 

 

表 3-4-1 集約化撤去の可能性がある橋梁一覧 

 

 

 

図 3-4-1 集約化撤去検討対象橋梁の全体位置図  

No 橋梁名
健全

性
橋梁形式

橋長
(m)

全幅員

(m)
供用

年
交差状況 備 考

243 3-21 Ⅲ 単純鋼H桁橋 13.74 4.70 不明 道路(県道164号) 集約化撤去予定（現在通行止め）

317 染歯橋 Ⅲ 木橋 9.50 2.45 不明 河川(宮沢) 集約化撤去予定（現在通行止め）

541 間之沢5号橋 Ⅱ 単純RC床版橋 5.40 1.70 不明 河川(木曽川) 前回計画で抽出

551 間之沢1号橋 Ⅲ 単純RC床版橋 5.90 1.55 不明 河川(木曽川) 前回計画で抽出

580 日向前4号橋 Ⅱ 単純鋼H桁橋 8.07 2.45 不明 河川(東川) 集約化撤去予定（周辺道路網整備）

※上記の健全性は、2023年度までの点検結果による判定区分である。

※上記の橋梁はいずれも、その他市道上かつ緊急輸送路指定のない路線上に位置している。
※上記橋梁は、迂回路あり、または迂回路無しだが橋梁先に特に施設がないものである。

：集約化撤去の予定がある橋梁
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   抽出した橋梁について、地図上での位置確認や土地利用状況等、集約化撤去に対

する詳細な検討を行い、3橋を集約化撤去の可能性が高い橋梁として選定した（下表

着色部）。なお、次頁以降に、各橋の詳細な検討結果を示す。 

 

表 3-4-1 集約化撤去検討対象の橋梁一覧 

 

 

今後、渋川市では、健全性や規模、利用状況などを総合的に勘案し、地域住民との

合意が得られた橋梁に対して、集約化撤去に向けた具体的な検討を実施する。 

集約化撤去の対象橋梁として選定した 3橋のうち、令和 11年度までの 5年間で、

迂回路が確保でき周辺道路を改修すること等で利用者の利便性が損なわれない橋梁に

対し、地域住民との協議を行った上で、2橋程度の集約化撤去の検討を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No 橋梁名
迂回
距離

撤去前
ルート

撤去後
ルート

集約化撤去の可能性
（○：高い、△、×：低い）

243 3-21 1.90km 0.13km 2.03km ○：通行止め措置済みであり、集約化撤去を予定

317 染歯橋 0.05km 0.27km 0.32km ○：通行止め措置済みであり、集約化撤去を予定

541 間之沢5号橋 △：利用状況をヒアリングし検討する必要がある。

551 間之沢1号橋 △：利用状況をヒアリングし検討する必要がある。

580 日向前4号橋 0.06km 0.11km 0.17km ○：周辺道路網整備に伴い、集約化撤去を予定

※(迂回距離)＝(撤去後の想定利用ルート)－(撤去前の想定利用ルート)
※各橋の利用状況は、周辺土地利用状況等による想定である。

：損傷状況や周辺道路網整備の観点から、集約化撤去を予定している橋梁

迂回路なし

迂回路なし
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①3-21 

 

 【位置図】 

   

 

 【撤去前と撤去後の利用ルート（想定）】 
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 【参考写真】 

    

    

 

 【利用状況等の考察と集約化撤去の可能性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

正 面 

下 面 

側 面

主桁の変形(E1)

周辺の土地利用 

 ・森林 

 

橋梁の利用状況（想定） 

 ・本橋は、主桁に衝突等による大規模な変形（対策区分 E1）があり、現在通行

止め措置を実施している。通行止め措置による問題は特に生じていないた

め、利用者は極めて少なく、撤去した場合の影響は小さいと考えられる。 

 

集約化撤去の可能性：高 

  本橋の北側に平面交差部があるため、集約化撤去は可能と考えられる。通行

止め措置を実施しても利用者影響が生じていないことから、撤去した場合の影

響も小さいと考えられるが、地元住民と調整する中で、必要に応じて迂回先の

交差点改良や迂回路の拡幅等を実施することが望ましい。 

  本橋の前後路線は、幅員の狭い未舗装の区間もあり、現時点で車両通行は困

難な状態であることから、利用者がいるとすれば歩行者のみと考えられる。こ

のため、県道利用者への第三者被害防止措置を含む補修・補強等の必要な対策

を実施した上で、車止めの設置を行い、人道橋として利用することも一案と考

える（ダウンサイジング）。 
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②染歯橋 

 

 【位置図】 

   

 

 【撤去前と撤去後の利用ルート（想定）】 
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 【参考写真】 

    

    

 

 【利用状況等の考察と集約化撤去の可能性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

正 面 

下 面 

側 面

主桁の腐朽(E1)

周辺の土地利用 

 ・農耕地 

 

橋梁の利用状況（想定） 

 ・本橋は、主桁や橋脚が木材であり、経年劣化による腐朽が進行し、現在通行

止めとなっている。通行止め措置による問題は特に生じていないため、利用

者は極めて少なく、撤去した場合の影響は小さいと考えられる。 

 

集約化撤去の可能性：高 

  本橋の北西に迂回可能な橋梁（小沢橋）があり、迂回距離は 50m 程度のた

め、集約化撤去による利用者への大きな影響はないと考えられる。 

  迂回先の小沢橋は、橋長 11.5m、有効幅員 4.0m のプレテンション方式単純 PC

床版橋であり、主桁間詰部の漏水によりⅡ判定となっているため、染歯橋の撤

去と併せて小沢橋の長寿命化の観点から補修を行うことも良いと考える。な

お、染歯橋の利用者が歩行者である場合、小沢橋には笠木が設置されていない

ため、防護柵高さの嵩上げなどの対策を行うことも一案である。 

  染歯橋の利用者が極めて少ない場合は、単純撤去とすることも視野に、地域

住民との合意形成を図ったうえで、検討を進めることが望ましい。 
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③間之沢 5号橋、間之沢 1号橋 

 

 【位置図】 

   

 

 【撤去前と撤去後の利用ルート（迂回ルート無し）】 
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 【参考写真】 

    

    

 

 【利用状況等の考察と集約化撤去の可能性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

周辺の土地利用 

 ・森林、農耕地 

 

橋梁の利用状況（想定） 

 ・両橋ともに、橋梁の終点（東南）側は、森林で、特に施設や畑等の土地利用

はない。また、橋梁先には特に道もなく斜面となっていることから、利用者

は殆どいないものと考えられる。 

 

集約化撤去の可能性：中 

  上記に記載した通り、本橋の利用者は周辺環境から殆どいないものと想定さ

れる。今後、地域住民へ利用状況をヒアリングし、特に利用者がおらず、合意

形成を図ることができれば、集約化撤去の対象とできる可能性がある。 

正面(間之沢 5号橋) 側面(間之沢 5号橋)

正面(間之沢 1号橋) 側面(間之沢 1号橋)
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④日向前 4 号橋 

 

 【位置図】 

   

 

 【撤去前と撤去後の利用ルート（迂回ルート計画中）】 
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 【参考写真】 

    

    

 

 【利用状況等の考察と集約化撤去の可能性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

周辺の土地利用 

 ・農耕地 

 

橋梁の利用状況（想定） 

 ・周辺の土地利用は、主に農耕地であることから、基本的には農耕車両の通行

が殆どであると考えられる。橋面の縞鋼板にタイヤの跡が残っていることか

ら、現在も利用者はいると想定される。 

 

集約化撤去の可能性：高 

  本橋は、迂回路が無く利用者がいるものと想定されるため、単純撤去は困難

である。 

  ただし、周辺道路網整備により、東側にある日向前 3号橋へ機能を集約し、

撤去することが可能である。今後、道路網整備を実施予定であるため、本橋の

集約化撤去の可能性は高いと考えられる。 

新設道路（計画中） 

正 面 側 面

下 面 迂回先(日向前 3 号橋)



 

３－18 

対策の優先順位の考え方 

 

第１項 対策の優先順位の設定 

 

対策は優先順位を定め、順次対策を行うものとした。 

優先順位を決定するにあたり最も重要なのは安全性に係わる問題であることから、点検

時に設定される「橋梁全体の健全性」（健全度）の高い（Ⅳ→Ⅲ→Ⅱ→Ⅰ）橋梁を最優先と

した。 

次に、同健全度であっても部材の補修サイクルから補修予定年が異なり、また橋梁種別

による架け替え（更新）サイクルから架け替え予定年が異なることから、優先順位に基づ

き修繕計画を定めるため、補修／架替予定年の早い橋梁を優先とした。 

次に、最も損傷している主要部材の対策区分に着目し、表 3-5-1 に基づき同健全度であ

ってもより劣化が進んでいる橋梁を優先とした。 

次に、最も損傷している主要部材種別に着目し、表 3-5-2 に基づき重要度が高い主要部

材に損傷がある橋梁を優先とした。 

次に、主要部材以外の二次部材の対策区分に着目し、早期に措置を講ずべき状態（健全

度Ⅲ以上）の二次部材が存在する橋梁を優先とした。 

次に、道路利用者の立場から、緊急輸送道路や利用度の高い道路の橋梁などから優先的

に補修を行うものとし、表 3-5-3 に基づき路線重要度として橋長、道路種別、交差状況、

道路指定条件、孤立支援対象等の条件により評価を行った。 

 次に、橋面積により規模の大きな橋梁を優先とした。 
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図 3-5-1 対策の優先順位 

 

 

 

表 3-5-1 劣化対策区分の順位 

状況 
対策 

区分 
健全度 

優先

順位

橋梁構造の安全性の観点から、緊急対応の必要がある E1 Ⅳ 1 

その他、緊急対応の必要がある E2 Ⅳ 2 

橋梁構造の安全性の観点から、速やかに補修等を行う必要がある C2 Ⅲ 3 

予防保全の観点から、速やかに補修等を行う必要がある C1 Ⅱ 4 

状況に応じて補修を行う必要がある B Ⅰ 5 

損傷が軽微で補修を行う必要がない A Ⅰ 6 

損傷が認められない A0 Ⅰ 7 

特別対策区分 X1～X5 Ⅳ 0 

 

  

優先順位(1) 健全度の悪い橋梁を優先（Ⅳ→Ⅲ→Ⅱ→Ⅰ） 

優先順位(3) 主要部材の劣化が進んでいる橋梁を優先（対策区分） 

優先順位(4) 重要度が高い主要部材に損傷がある橋梁を優先 

優先順位(2) 劣化速度の早い橋梁を優先 

優先順位(5) 健全度Ⅲ以上の二次部材が存在する橋梁を優先 

優先順位(6) 路線重要度が高い橋梁を優先 

優先順位(7) 橋梁規模が大きい橋梁を優先（橋面積で評価） 
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表 3-5-2 部材優先度 

部材 優先順位 

主桁・横桁 1 

床版 2 

下部工 3 

支承 4 

舗装 5 

伸縮装置 6 

防護柵 7 

高欄 8 

地覆・縁石 9 

排水施設 10 
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表 3-5-3 路線重要度 

 
 

 

第２項 対策の優先順位 

 

渋川市の橋梁点検時の個別施設の状態を表 3-5-4 に示し、点検時から計画開始時までの

経年による劣化を考慮した個別施設の状態を表 3-5-5 に示す。 

また、対策の優先順位の考え方に基づき、個別施設の状態から社会的要因による評価お

よび橋面積を考慮した優先順位を表 3-5-6 に示す。 

  

No 指標 評価内容 評点 重み係数 点数 　備　考　

高速自動車国道 100 30

新幹線 100 30

鉄道 100 30

道路 80 24

河川 20 6

開水路 20 6

その他 0 0

第1次 100 30

第2次 90 27

第3次 80 24

指定なし 0 0

200m以上 100 10

50m以上 70 7

15m以上 40 4

2m以上 0 0

1級市道 100 10

2級市道 70 7

その他市道 40 4

その他 0 0

該当 100 10

非該当 0 0

通学路 100 5

指定なし 0 0

バス路線 100 5

指定なし 0 0

1 交差状況 0.3 高速自動車国道、道路の区分を再度見直し

2 緊急輸送路指定 0.3
群馬県緊急輸送道路ネットワーク計画(H30.3)より再度確
認

3 橋長 0.1

4 道路種別 0.1 借用資料から見直し

7 バス路線指定 0.05 市のHP等に掲載されている路線図を基に見直し

5 孤立支援対象 0.1 迂回路なしの橋梁について、橋梁先に住宅があるか確認

6 通学路指定 0.05 借用資料から見直し
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表 3-5-4 個別施設の状態（点検時） 
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３－31 
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表 3-5-5 個別施設の状態（計画時） 
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1 

表 3-5-6 対策優先順位一覧 
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2 
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3 
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4 
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5 
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6 
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7 
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8 
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9 
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10 
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新技術等の活用方針 

 

第１項 定期点検の新技術活用検討 

 

 （１）新技術活用の背景 

平成 26年 7 月に道路法施工規制の一部改正により、近接目視による定期点検（5 年

に 1回）が義務化され、渋川市においても管理橋梁の近接目視点検を実施している。

渋川市の管理する橋梁は 628 橋あり、老朽化に伴う補修費や、損傷状況把握のための

定期点検に多くの費用を要する。なお、今後 100 年間の維持管理費用のうち、約 11%

（約 32 億円）が定期点検費用である。 

 

 

図 3-6-1 今後 100 年間の維持管理費用(試算)の内訳 

 

対象となる橋梁の殆どが 1 巡目、2 巡目の近接目視点検を実施済みで、その健全性

を把握できている状況であり、今後継続的にメンテナンスサイクルを回していくため

には、定期点検のコスト縮減が喫緊の課題である。 

従来の近接目視点検のために活用されてきた点検方法を新技術に変換することで、

点検の効率化、省力化を図ることができ、定期点検に係る費用縮減を目指すことがで

きる。 

  

主桁・横桁

10%

床版

6%

下部工

6%

支承

4%

舗装

13%

伸縮装置

24%

防護柵

2%高欄

0%

地覆・縁石

0%

排水施設

0%

点検

11%

設計

24%
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 （２）新技術活用検討の方針 

本検討では、渋川市の管理橋梁を橋梁構造や従来点検方法等によりグループ別けし、

グループごとに適用可能な新技術を検討する（下表参照）。ただし、現状では全ての条

件を満足する新技術は開発されておらず、適用条件や範囲が限定される。 

新技術は、「点検支援技術性能カタログ(R3.10 国土交通省)」に掲載のものから、内

容を確認し、汎用性が高い技術を抜粋した。なお、徒歩・梯子点検の中小規模橋梁（下

表グループ E）は、機械経費等がかからないため、現地作業に対する新技術活用によ

るコスト縮減は見込めない。そこで、損傷図作成等の効率化を図ることができる新技

術に着目して、活用検討を行う。 

 

表 3-6-1 管理橋梁のグループ別け 

 

※橋梁毎のグループ別けの結果は、報告書の巻末資料に格納する。 

 

 

 

 （３）新技術活用検討の結果 

（２）の方針に基づき、グループごとに新技術活用検討を実施した。各グループで

検討した新技術の概要や、活用による経済効果について、次頁以降にまとめる。 

なお、新技術の適用条件としては、1度、近接目視点検を実施済みで、大きな損傷が

確認されていないことを前提としている。また、間接目視点検により重大な損傷が発

見された場合には、別途、近接目視による調査が必要と考えられる。 

 

  

技術番号 名　　　称
A ハイピアを有する橋梁 ゴンドラ車 BR010019-V0221 橋梁等構造物の点検ロボットカメラ
B 特殊構造の橋梁（アーチ橋、トラス橋） 特殊高所技術 BR010009-V0121 全方向衝突回避センサーを有する小型ドローン技術
C 橋梁点検車等を使用する床版橋等 橋梁点検車等 BR010019-V0221 橋梁等構造物の点検ロボットカメラ
D 橋梁点検車等を使用する桁橋等 橋梁点検車等 BR010009-V0121 全方向衝突回避センサーを有する小型ドローン技術
E 上記以外の中小規模橋 地上・梯子 BR010024-V0121 社会インフラ画像診断サービス「ひびみっけ」

グループ 特　　徴 従来点検方法
活用検討を行う新技術
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①グループ A：ハイピアを有する橋梁 

渋川市は山間部等においては急峻な地形の箇所もあり、深い渓谷などがあるため、ハ

イピアを有する橋梁が 2橋ある（東川橋など）。 

これらの橋梁を近接目視で点検するためには、点検車に比べ台数が少なく賃借料の高

いゴンドラ車が必要であるため、新技術活用によりコスト縮減の検討をする。 

検討した新技術は、桁下に高性能カメラを設置し間接目視による点検を行うことがで

きる、橋梁点検ロボットカメラである。20m 先の 0.2mm のひびわれまで視認することがで

き、遠方より効率よく点検作業が可能である。 

 下表に従来技術と新技術の比較結果を示す。 

表 3-6-2 グループ Aの新技術活用検討結果 

 
 

上記に示すとおり、ゴンドラ車から点検ロボットカメラへ置き換えることで、約 36％

の点検費用縮減が期待できる。 
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②グループ B：特殊構造の橋梁 

渋川市が管理する橋梁のうち、特殊構造の橋梁は、2橋ある（沼尾大橋など）。 

アーチ橋は複雑な構造であるため、橋梁点検車などの作業デッキを部材間に入れるこ

とが困難であり、近接目視のためには、特殊高所技術による点検が必要である。しか

し、特殊高所技術はその専門性から点検費用が高額となることから、新技術への置き換

えにより、コスト縮減を目指す。 

検討した新技術は、狭小部に進入可能なドローンで、非 GPS 環境でも障害物との衝突

を回避しながら点検が可能なものであり、複雑な構造でも点検に適している。 

 下表に従来技術と新技術の比較結果を示す。 

表 3-6-3 グループ Bの新技術活用検討結果 

 

 

上記に示すとおり、特殊高所技術から点検用ドローンへ置き換えることで、約 13％の

点検費用縮減が期待できる。 
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③グループ C：橋梁点検車等を使用する床版橋等 

橋梁点検車等を使用する橋梁のうち床版橋で、橋梁下面が平滑な橋梁が 42 橋ある（中

峰橋など）。 

これらの橋梁に対して検討する新技術は、橋梁点検ロボットカメラである。桁橋と異

なり、床版橋は橋梁下面に支障物が無いため、高性能カメラを搭載したロボットカメラ

を離れた操作端末（タブレット PC）から点検者が遠隔操作でき、20m 先の 0.2mm のひび

われまで視認可能であり、遠方より効率よく点検が行える。また、操作端末上で、疑似

的クラックスケール等により損傷の大きさを定量的に計測可能である。 

 下表に従来技術と新技術の比較結果を示す。 

表 3-6-4 グループ Cの新技術活用検討結果 

 

 

上記に示すとおり、橋梁点検車から点検ロボットカメラへ置き換えることで、約 20％

の点検費用縮減が期待できる。 
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④グループ D：橋梁点検車等を使用する桁橋 

橋梁点検車等を使用する橋梁のうち桁橋は、42橋ある（深山大橋など）。 

グループ Cと同様に橋梁点検ロボットカメラを使用する場合、遠望目視となるため、

主桁や横桁等の部材が支障となり、主桁の内側や床版全てが確認できず死角が生じてし

まう。このため、主桁間などの狭小部に入ることができ、部材全てが確認可能な新技術

により点検することが望ましい。これら条件を満たしている新技術を検討した結果、狭

小部にも進入可能な点検ドローンで、非 GPS 環境においても障害物との衝突を自動的に

回避しながらすべての部材を点検できるものを選定した。 

 下表に従来技術と新技術の比較結果を示す。 

表 3-6-5 グループ Dの新技術活用検討結果 

 

上記に示すとおり、新技術への置き換えによるコスト縮減効果は得られなかった。こ

れは、橋梁点検車は利用が多く、賃借料が比較的安価であること、ドローンは開発段

階のため専用オペレーターが少ないこと等により高額になったと考えられる。 
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⑤グループ E：徒歩梯子点検の中小規模橋梁 

 橋梁点検車等を使用しない徒歩梯子による点検橋梁は、540 橋ある（上南雲橋など）。 

点検作業（外業）の新技術活用では、主に橋梁点検車等を新技術に置き換えることで

機械経費を削減し、コスト縮減が図られるが、本グループは徒歩または梯子により点検

を行うため機械経費はかからず、外業におけるコスト縮減は期待できない。そこで、点

検後の損傷図作成等の内業において、効率化を図り、コスト縮減できるような新技術の

検討を行った。本新技術は、撮影した点検写真からひびわれを自動検出、ひびわれ幅を

自動計測し、その損傷図作成を行うことができる画像解析システムである。 

 下表に従来技術と新技術の比較結果を示す。 

表 3-6-6 グループ Eの新技術活用検討結果 

 

上記に示すとおり、新技術への置き換えによるコスト縮減効果は得られなかった。ま

た、コンクリート部材全ての画像を鮮明に撮影する必要があり、現場条件によって

は、適用できない橋梁もある。 
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第２項 補修工事における新技術活用検討 

 

 （１）新技術活用検討の背景 

老朽化した橋梁の補修が多くなる一方で、少子高齢化等の影響で税収は減り、橋梁

補修に充てられる予算減少が想定される。このため、橋梁の補修費用を縮減すること

は、喫緊の課題である。 

管理橋梁について、今後 100 年間の補修費用を試算したところ、その額は約 181 億

円にもなる。このため、メンテナンスコストの殆どを占める、補修費を削減すること

は、将来を見据えた時に大きなコスト縮減効果が期待できる。 

 

 

図 3-6-2 今後 100 年間の補修工事費用(設計費用除く)の内訳 

 

上図は、渋川市の今後 100 年間の補修工事費用の内訳である。なお、定期点検費、

補修設計費は含めていない。上図を確認すると、上部工(主桁・横桁、床版)の補修費

が全体の 4分の 1（約 46 億円）近くを占めており、このうち半分以上が鋼上部工の補

修費である。このほか、伸縮装置についても、補修費全体の 4割近く（約 66 億円）を

占めている。 

本検討では、維持管理費の多くを占めている部材に着目して新技術活用検討を行い、

延命化を図るなどして、ライフサイクルコストの縮減を目指す。新技術活用検討の対

象部材は、補修費用の多くを占める、鋼上部工、コンクリート上部工、伸縮装置とす

る。 

  

主桁・横桁

16%

床版

9%

下部工

9%

支承

7%

舗装

19%

伸縮装置

37%

防護柵・高欄

3%

地覆・縁石

0%
排水施設

0%

鋼橋

52%

コンクリート橋

48%
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 （２）新技術の選定 

①新技術選定に関する方針 

新技術については、実績もありコスト縮減効果が認められている工法や、これから

採用されるであろう実績が少ない工法もあり、様々である。ただし、対象が補修とい

うことから画期的な効果が見込めるものはなく、少しでもコスト縮減となる工法を採

用、開発していくことが重要である。今回の検討では、工期短縮が期待できる鋼橋の

塗装塗替え工法、コンクリートを改質し長寿命化を図る表面浸透材、高耐久性が期待

できる伸縮装置に着目し、工法選定を行った。 

 

②新技術の選定 

上記の条件により「新技術情報提供システム（NETIS）」を参考に活用検討する技術

を選定した。 

 

表 3-6-7 補修工法の新技術選定結果 

 

※コンクリート表面含浸剤は、下部工にも適用するものとして経済効果を検討した。 

 

以下に、各工法の概要とその経済効果の検討結果を示す。 

  

部材 従来工法 活用効果（100年間）

鋼上部工 塗装塗替え(RcⅠ塗装系) CB-170003-VR サビバリヤー 40％の工事費削減

コンクリート
上部工/下部工

ひびわれ注入、断面修復 SK-200001-VR
撥水作用を付与したｵｰﾙｲﾝﾜﾝの
ｺﾝｸﾘｰﾄ表面含浸剤

35％の工事費削減

伸縮装置
取替え
(鋼製：30年、ゴム製：15年）

KT-170035-VE メタルジョイント　KC-A、YC-A 15％の工事費削減

検討した新技術
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鋼上部工の補修における新技術とその経済効果 

 

 

経済効果の詳細は以下の通り。鋼上部工の補修工事費に対し、約 40％の費用縮減効

果が期待できることから、100 年間で、約 9.5 億円（100 年間の補修工事費用のうち約

5.3％）のコスト縮減が可能。 

 

 

  

（初回補修） （単位：千円）

工法 0年目 20年目 40年目 60年目 80年目 100年目 合計 比率

従来工法 通常塗替え塗装    5,132    5,132    5,132    5,132    5,132    5,132 30,794 1.00

ｻﾋﾞﾊﾞﾘﾔｰ使用    2,651    2,651    2,651    2,651    2,651

通常塗替え塗装 5,132
新技術 18,387 0.60

※概算費用に使用する塗装面積は、渋川市の鋼橋の平均値とする。
　（全橋の塗替え費用492,940千円)/(単価39.0千円/㎡)＝(総塗装面積12,639㎡)　※1橋当り：12,639㎡/96橋=131.6㎡
※初回の塗替えは、鉛等の有害物質が混入している可能性を考慮し剥離剤使用によるRc-Ⅰ塗装である。
※1回目の補修時に剥離剤を使用した場合、2回目補修時にもRc-Ⅱ以上のケレンが必要となる場合がある。
※新技術単価は、メーカー見積実績と建設工事費デフレーターによる補正を行い設定した(8.8千円/㎡)。
※新技術においても、従来工法と同様の諸経費を加味している（110%の諸経費+建設工事費デフレーター9%）。
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コンクリート上部工/下部工の補修における新技術とその経済効果 

 

 

経済効果の詳細は以下の通り。コンクリート上部工/下部工の補修工事費に対し、約

35％の費用縮減効果が期待できることから、100 年間で、約 13.1 億円（100 年間の補

修工事費用のうち約 7.2％）のコスト縮減が可能。 

(初回補修)

部材 工法 0年目 30年目 40年目 60年目 80年目 90年目 100年目 合計 比率

ひび割れ注入        15        15        15        15

断面修復       297       297       297       297

ひび割れ注入        15        15        15

断面修復       297       297       297

ひび割れ注入       106       106       106

断面修復     1,034     1,034     1,034

計     1,763       312     1,451       312     1,451       312         -

共通 表面含浸工       404       404       404       404

ひび割れ注入        15        15        15        15

断面修復       297

ひび割れ注入        15        15        15

断面修復       297

ひび割れ注入       106       106       106

断面修復     1,034

計     2,167       419       121       419       121       419         -

従来工法

主桁

      5,600 1.00
床版

（単位：千円）

下部工

0.65

主桁

床版

※数量算出に使用する橋面積は渋川市のコンクリート橋の平均で算出した（平均63.6㎡）。下部工基数は2基（単径間橋梁）と想定した。
※耐久性に関しては従来の含浸材と同等と考え、30年とした（群馬県点検要領の補修サイクルより）。
※初回補修では、劣化部のコンクリートの断面修復を行うと考えられるため、断面修復を計上した。
※劣化因子の侵入や中性化抑制効果により、コンクリート中性化による鉄筋腐食、コンクリートの剥離は基本的に生じないものと考え、ひびわれ
補修のみ計上した（ひびわれは、疲労等の他要因もあるため計上）
※新技術の単価は、NETIS掲載資料の826,650円/300㎡を基準とした。
※新技術の塗布面積は、群馬県点検要領に記載の表面保護工の推定補修数量(橋面積×2.0)を用いた。

新技術       3,666

下部工
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伸縮装置の補修における新技術とその経済効果 

 
 

経済効果の詳細は以下の通り。伸縮装置の補修工事費に対し、約 15％の費用縮減効

果が期待できることから、100 年間で、約 9.9 億円（100 年間の補修工事費用のうち約

5.5％）のコスト縮減が可能。 

 

  

(初回補修)

工法 0年目 30年目 50年目 60年目 90年目 100年目 合計 比率

従来工法 取替(鋼製)     438.8     438.8     438.8     438.8     1,755 1.00

新技術
ﾒﾀﾙｼﾞｮｲﾝﾄ
KC-A、YC-A

    495.6     495.6     495.6     1,487 0.85

（単位：千円）

※ゴム製伸縮装置については、計画上の単価及び補修サイクルが鋼製の2分の1となるため、ライフサイクルコストは鋼製と
同様となる。
※新技術の工事費内訳は、(材料費\95,000/m＋施工費\141,000/m)×諸経費2.1とした。なお、橋長20m程度の橋と想定して
おり、材料費は建設物価、施工費は土木コスト情報、諸経費は計画で定める従来工法と同等と考えた。


